
令和3年4月22日付

No. サービス種別 区分 質問 回答

1 居宅介護支援
内容及び手続きの説

明及び同意

　令和3年度より、

・前6月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画の総数のうちに訪問介護等がそれ

ぞれ位置付けられた居宅サービス計画の数が占める割合

・前6月間に当該指定居宅介護支援事業所において作成さ

れた居宅サービス計画に位置付けられた訪問介護等ごと

の回数のうちに同一の指定居宅サービス事業者又は指定

地域密着型サービス事業者によって提供されたものが占

める割合（上位3位まで）

　について利用者又はその家族に十分説明を行わなけれ

ばならないこととされたが、この説明については初回の

みで良いのか。

　貴見のとおり。

　基準には、「指定居宅介護支援の提供の開始に際し、」とあるため、令和3年4月

以降に契約する利用者に関しては、契約時等サービス提供の開始に際して説明を行

うこと。

　また、令和3年4月以前に契約を結んでいる利用者については、厚生労働省の示

す、令和3年介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.3）（令和3年3月26日）問112を参照

されたい。

2 居宅介護支援 通院時情報連携加算

　通院時情報連携加算について、加算の算定の根拠とな

る記録は具体的にどのように記載すればよいか。

　例えば「〇月〇日通院同行立ち合い。医師の診察での

説明では〇〇〇〇の助言指導があった。実現のために、

家族（インフォーマルサービス）に〇〇をお願いした/

サービス事業所を検討した。その結果、○○をプランに

盛り込んだ。」などの記載で良いか。

　通院時情報連携加算の算定に必要な項目として、「診察に同席した年月日」、

「医療機関名」、「医師等の氏名」、「利用者の心身の状況や生活環境の必要な情

報提供」及び「医師等からの必要な情報提供の内容」を記載する。

3 居宅介護支援 通院時情報連携加算
　通院時情報連携加算について、ケアプランのどの部分

に記録するべきか。
　居宅サービス計画書　第5表「居宅介護支援経過」に記録する。

令和３年度介護報酬改定についての説明動画に関するQ&A

　令和3年4月2日付け3目健計第50号『令和3年度介護報酬改定に関する説明動画の配信について』にて公開した動画のアンケートにおいて寄せられていた質問について、国のQ&Aに記載がなく、特に質問の多かった

事項について目黒区の回答を記載しています。

※現時点での目黒区の回答になります。今後、国や都の通知等の発出により内容を変更する場合がございます。
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4 全サービス共通 運営規程
　今回の介護報酬改定に伴い、運営規程に追記する必要

がある事項があれば教えていただきたい。

　今回の改正では運営規程に定めるべき事項として「虐待の防止のための措置に関

する事項」が追加されている。

　「虐待の防止のための措置に関する事項」を追加することについては、条例上３

年間の経過措置が設けられており、令和6年3月末までは「虐待の防止のための措置

に関する事項を定めるよう努める」とされている。（努力義務）

　なお、運営規程の改定の記載例等については、東京都の令和3年度報酬改定関係Ｑ

＆Ａ

（https://viewer.kintoneapp.com/public/fb8c143889f3bcff3e9f1d3e84b944af#/）

「運営規程に定めるべき事項について」を参考にされたい。

　また、運営規程に記載が義務づけられたもののうち、経過措置が定められている

ものについての取扱いは、令和3年介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.7）（令和3年

4月21日）問1も参照されたい。

5 全サービス共通
内容及び手続きの説

明及び同意

　新型コロナウイルス感染症に対応するための特例的な

評価として、令和3年9月までの間に基本報酬への0.1％の

上乗せがあるが、重要事項説明書等への記載、利用者へ

の説明及び同意の必要はあるか。

　また、重要事項説明書等への記載例についても示して

いただきたい。

　利用者又はその家族への説明や同意の取得について、当該上乗せ費用についての

記載は現時点のＱ＆Ａに記載がないため、基本報酬その他の加算と同様の取扱いが

適切である。そのため、その旨を重要事項説明書等に記載の上、利用者又はその家

族への説明と同意は必要となる。

　また、記載方法として、料金表を作成し、注意書きとして「令和3年4月から9月ま

での間、基本報酬に0.1％上乗せされます。」等を記載し、当該上乗せ費用について

示すとともに説明する方法が考えられる。

（この例にて、4月に利用者の同意を得た場合は、10月に改めて同意を得る必要はな

いと考える。）

　なお、運営規程で利用表を示しており、令和3年度介護報酬改定に準じた料金表の

変更をした場合においては、目黒区への運営規程に関する変更届の提出は不要とし

ている。
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6 全サービス共通 電磁的方法について

　利用者及びその家族等の利便性向上並びに事業者等の

業務負担軽減等の観点から、事業者は、書面で行うこと

が規定されている又は想定される交付等について、事前

に利用者の承諾を得た上で、電磁的方法によることがで

きるされたが、電磁的な方法について具体例を示してい

ただきたい。

　例えば、相手とのメール等で確認がとれればよいの

か、自事業所での記録のみでよいのか。

　電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより入所者等が同意の意思表示を

した場合等が考えられる。

　電磁的方法による締結は、入所者等・施設等の間の契約関係を明確にする観点か

ら、書面における署名または記名・押印に代えて、電子署名を活用することが望ま

しい。

　現段階において、目黒区の実地指導では、電磁的方法により利用者の同意を受け

ていることの確認方法として、メールの送受信の日時が支援経過記録に記載されて

いるかにより判断することを検討している。ただし、介護報酬指導においてはメー

ル本文の確認を行う場合もある。

　また、メールや添付ファイルの保存方法については、各事業者で検討されたい。


